                                                                 　

令和３年３月１８日（木） 予算特別委員会　　自民党　井上委員
問１　安全・安心・防災関連について
（１）県内医薬品産業を牽引する日医工株式会社に対し、その製造管理及び品質管理に問題があったとして業務停止命令が出たことにより、県内医薬品産業の信頼がゆらぐ事態となっているが、県として今後再発防止及び医薬品産業の信頼回復にどう取り組んでいくのか。
（知　事）厚生部
（２）近年、災害が多発する中で、人命を最優先に考えると、地域の実情に応じた情報伝達手段の多重化、多様化の取組みが必要と考えるが、県が果たすべき役割などを含め、所見を問う。
大規模な災害時に住民に災害情報等を的確に伝達するには、一つの手段に頼らず、複数の災害伝達手段を組み合わせること、一つ一つの災害情報伝達手段を強靱化することが必要である。
（危機管理監）
（３）河川の氾濫などにより家屋等に流入した土砂の撤去については、河川管理者である県として、撤去作業に係る公的な支援が必要と考えるが、どうか。
河川の復旧・改修等は、国や自治体の責任により公共工事で行うが、その後、家屋に流れ込んだ土砂など撤去作業は、ほぼ個人により解決せねばならず、ボランティアの応援が頼りである。
（土木部長）
（４）事件や事故、火災の現場に居合わせた人が110番通報する際、スマートフォンで撮影した映像を送ってもらうシステムについて、警察庁が導入を検討しているようだが、システムの概要と利点、本県での導入見込みや県民への周知について、問う。
（警察本部長）
（５）全国では消防の119番通報時にも、映像送信を導入している自治体もあり、愛知県、兵庫県の一部消防では、既に本格的な運用が始まっていると聞くが、全国の実態及びその利点と課題、本県での導入見込みについて、問う。
（危機管理監）
問２　地域振興について
（１）本県におけるテレワークやサテライトオフィスの現状はどうなっているのか。
（総合政策局長）
（２）テレワークは、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策になるだけではなく、多様な働き方ができることから、地域活性化に大きく寄与すると考えるが、県として、県民や県内外の企業のテレワークを推進するため、今後どのように取り組んで行くのか。
テレワークにより、育児や介護、障害により移動困難な方の就業機会の拡大や、地方に住み農業との兼業も可能となるなど、多様な働き方が可能となり、人々の働き方が劇的に変わることで、様々な面で地方創生に寄与するのではないかと考える。
（知　事）総合政策局　商工労働部協議
（３）生活条件が不利な中山間地域で、安心して暮らし続けられる地域づくりの取り組みについて、新年度予算ではどのような特徴的な施策を考えているのか。
買い物や病院にも行けない、高齢化で地域組織の運営が難しいといった課題の解決には、住民に最も近い自治体である市町村がいくら頑張っても、資金的にも人的にも難しい面があり、やはり国や県との連携による力強い支援が必要である。

（知　事）総合政策局
（４）県全域において自主的に活動している地域おこし協力隊員（現役・OB・OG）同士のネットワーク組織に対して、今後県としてどのように支援していくのか。
　県全域を対象として活動している組織であり、県が支援の手を差し伸べるべきと考える。
（総合政策局長）
（５）働く人が自ら出資し、運営に携わる「協同労働」という新しい働き方を実現するため、労働者協同組合法が昨年末に成立したが、本県においてどのように推進し、また、どのような課題が解決されると考えられるのか。
　新型コロナウイルスの感染拡大の影響で企業の経営難や雇用不安が広がる中、働き方の選択肢が広がることも期待されている。
（商工労働部長）
問３　岐阜県との連携について
（１）これまで、7月5日を「富山・岐阜交流の日」と定め、両県で様々な取組みが進められてきたが、岐阜県との交流事業の主な成果と今後の課題について、どのように捉えているか。
（総合政策局長）
（２）大都市圏での観光PRも大事であるが、高山市の観光客をターゲットにした観光PRをもっと積極的に推進すべきと考えるが、所見を問う。
新たに大都市圏のこれまで旅行にあまり興味もなかった人に本県へ訪れてもらう事にエネルギーを使うより、すぐそこに来ている大勢の観光客に呼びかける方が圧倒的に効率的、効果的である。
（知　事）観光・交通振興局
（３）富山高山連絡道路について、国土交通省の検討委員会での現在までの検討状況と今後の橋梁工事計画の見通し、事業全体の推進にどのように取り組むのか、所見を問う。
（土木部長）
問４　高齢者の就農と農福連携について
（１）県内農家の労働力確保のため、定年等で退職した農業に関心のある元気な高齢者を本県の農業に呼び込んではどうか。
全国の都市の退職者が、安全安心な県土である富山県の農業に目を向ければ、都市から地方への流れができることから、本県でも高齢者の就農を推進してもらいたい。

（農林水産部長）
（２）生活困窮者やひきこもりの方々への農福連携における支援施策と、それを支援するＮＰＯ等の団体への支援策について、どのように考えているのか。
8050問題がクローズアップされる中、ひきこもりなどの生きづらさを抱えている方々の中には、生活困窮に直面している方や家族も多く、その方々にとって安心できる居場所での就労機会は、社会復帰へのチャンスでもある。
（厚生部長）
